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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）１質量％水溶液における曇点が２０℃以下のポリオキシアルキレングリコール、
　（Ｂ）水、
　（Ｃ）前記（Ａ）及び前記（Ｂ）に対する両親媒性グリコールである炭素数が２－７０
のグリコール（但し、前記（Ａ）を除く）、を含むことを特徴とする難燃性作動液組成物
。
【請求項２】
　前記（Ａ）は、これを構成するオキシアルキレン単位の全量を１００質量％とした場合
に、９０質量％を超えるオキシプロピレンを含む請求項１記載の難燃性作動液組成物。
【請求項３】
　前記（Ａ）、前記（Ｂ）及び前記（Ｃ）の合計を１００質量％とした場合に、前記（Ｂ
）の含有割合が１０～３５質量％である請求項１又は２に記載の難燃性作動液組成物。
【請求項４】
　前記（Ａ）、前記（Ｂ）及び前記（Ｃ）の合計を１００質量％とした場合に、前記（Ａ
）の含有割合が２０～６５質量％である請求項１乃至３のうちのいずれかに記載の難燃性
作動液組成物。
【請求項５】
　前記（Ａ）、前記（Ｂ）及び前記（Ｃ）の合計を１００質量％とした場合に、前記（Ｃ
）の含有割合が２５～６０質量％である請求項１乃至４のうちのいずれかに記載の難燃性
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作動液組成物。
【請求項６】
　前記（Ａ）は、これを構成するオキシアルキレン単位の全量を１００質量％とした場合
に、オキシエチレンの割合が１０質量％未満である請求項１乃至５のうちのいずれかに記
載の難燃性作動液組成物。
【請求項７】
　前記（Ｃ）として、炭素数が４－１０である脂肪族グリコール、及び／又は、炭素数が
４－１０であるポリオキシアルキレングリコールを含む請求項１乃至６のうちのいずれか
に記載の難燃性作動液組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、難燃性作動液組成物に関する。更に詳しくは、本発明は、難燃性、潤滑性及
び廃水処理性を並立させることができる難燃性作動液組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　作動液は、産業機械を駆動するための油圧装置等において動力伝達媒体として広く利用
されている。そして基油の成分によって大別され、主として、水グリコール系作動液、脂
肪酸エステル系作動液、Ｗ／Ｏ型乳化系作動液等が知られている。
　このうち、水グリコール系作動液は、水を含むことによって優れた難燃性を発揮できる
。しかしながら、水とグリコール成分との簡便な分離がしにくく、廃水のＣＯＤ値が高く
なる傾向にあり、環境負荷の観点からデメリットを有している。
　また、脂肪酸エステル系作動液は、脂肪酸エステル自体が可燃性の液体であり、利用に
際して消防法上の制約があり、管理及び取扱いの観点からデメリットを有している。
　更に、Ｗ／Ｏ型乳化系作動液は、水を含むことにより難燃性であるものの、他の作動液
に比べて潤滑性能が劣っており、潤滑性の観点からデメリットを有している。
　このように何れの作動液もメリットとデメリットとを抱えており、ユーザーは使用環境
に応じて、使い分ける必要があるのが現状である。このため、より広い範囲で適用できる
作動液が求められている。
　これらの作動液のなかでは、難燃性を優先する場合、水グリコール系作動液が比較的広
く利用される傾向にある。水グリコール系作動液に関する技術としては、下記特許文献１
及び特許文献２が知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平６－２７１８９０号公報
【特許文献２】特開２００４－１０７３８８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記特許文献１には、グリコール・ポリアルキレングリコール・水の三成分系作動液に
対してポリオキシエチレン脂肪酸エステルを添加して潤滑性を向上させる技術が開示され
ている。しかしながら、特許文献１では、廃水処理性の向上技術については何ら検討され
ておらず、ポリアルキレングリコールとしても水溶性ポリアルキレングリコールのみしか
開示がない。
　一方、上記特許文献２には、ポリオキシアルキレングリコールのリン酸エステル誘導体
を含んで凝集処理可能な作動液が開示されている。高い難燃性、高い潤滑性及び凝集処理
特性を有する優れた作動液である。しかしながら、上記リン酸エステル誘導体としては、
オキシエチレン単位を多く含み水溶性を有した成分しか利用されていない。この観点から
、更に効果的にＣＯＤ値の低減を図ることができるとともに、高い難燃性及び高い潤滑性
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をも並立させた新たな難燃性作動液組成物が求められている。
【０００５】
　本発明は、上述実情に鑑みてなされたものであり、高度な難燃性、高度な潤滑性を有し
ながら、主たる潤滑成分を水から容易に分離できるという優れた廃水処理性が並立された
新規な難燃性作動液組成物を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は以下のとおりである。
〈１〉請求項１の難燃性作動液組成物は、（Ａ）１質量％水溶液における曇点が２０℃以
下のポリオキシアルキレングリコール、（Ｂ）水、（Ｃ）前記（Ａ）及び前記（Ｂ）に対
する両親媒性グリコールである炭素数が２－７０のグリコール（但し、前記（Ａ）を除く
）、を含むことを特徴とする。
〈２〉請求項２の難燃性作動液組成物は、請求項１の難燃性作動液組成物において、前記
（Ａ）が、これを構成するオキシアルキレン単位の全量を１００質量％とした場合に、９
０質量％を超えるオキシプロピレンを含むことを要旨とする。
〈３〉請求項３の難燃性作動液組成物は、請求項１又は２の難燃性作動液組成物において
、前記（Ａ）、前記（Ｂ）及び前記（Ｃ）の合計を１００質量％とした場合に、前記（Ｂ
）の含有割合が１０～３５質量％であることを要旨とする。
〈４〉請求項４の難燃性作動液組成物は、請求項１乃至３のうちのいずれかに記載の難燃
性作動液組成物において、前記（Ａ）、前記（Ｂ）及び前記（Ｃ）の合計を１００質量％
とした場合に、前記（Ａ）の含有割合が２０～６５質量％であることを要旨とする。
〈５〉請求項５の難燃性作動液組成物は、請求項１乃至４のうちのいずれかに記載の難燃
性作動液組成物において、前記（Ａ）、前記（Ｂ）及び前記（Ｃ）の合計を１００質量％
とした場合に、前記（Ｃ）の含有割合が２５～６０質量％であることを要旨とする。
〈６〉請求項６の難燃性作動液組成物は、請求項１乃至５のうちのいずれかに記載の難燃
性作動液組成物において、前記（Ａ）は、これを構成するオキシアルキレン単位の全量を
１００質量％とした場合に、オキシエチレンの割合が１０質量％未満であることを要旨と
する。
〈７〉請求項７の難燃性作動液組成物は、請求項１乃至６のうちのいずれかに記載の難燃
性作動液組成物において、前記（Ｃ）として、炭素数が４－１０である脂肪族グリコール
、及び／又は、炭素数が４－１０である脂肪族グリコール及び／又はポリオキシアルキレ
ングリコールを含むことを要旨とする。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明の難燃性作動液組成物によれば、高度な難燃性と、高度な潤滑性と、を有しなが
ら、更に、主たる潤滑成分を水から容易に分離できるという優れた廃水処理性が並立され
た難燃性作動液組成物とすることができる。
　（Ａ）が、これを構成するオキシアルキレン単位の全量を１００質量％とした場合に、
９０質量％を超えるオキシプロピレンを含む場合には、廃水処理性において特に優れた難
燃性作動液組成物とすることができる。
　（Ａ）、（Ｂ）及び（Ｃ）の合計を１００質量％とした場合に、（Ｂ）の含有割合が１
０～３５質量％である場合には、難燃性及び廃水処理性において特に優れた難燃性作動液
組成物とすることができる。
　（Ａ）、（Ｂ）及び（Ｃ）の合計を１００質量％とした場合に、（Ａ）の含有割合が２
０～６５質量％である場合には、廃水処理性及び潤滑性において特に優れた難燃性作動液
組成物とすることができる。
　（Ａ）、（Ｂ）及び（Ｃ）の合計を１００質量％とした場合に、（Ｃ）の含有割合が２
５～６０質量％である場合には、濁り温度が高く、液安定性に優れた難燃性作動液組成物
とすることができる。
　（Ａ）が、これを構成するオキシアルキレン単位の全量を１００質量％とした場合に、
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オキシエチレンの割合が１０質量％未満である場合には、とりわけ廃水処理性に優れた難
燃性作動液組成物とすることができる。
　（Ｃ）として、炭素数４－１０である、脂肪族グリコール及び／又はポリオキシアルキ
レングリコールを含む場合には、高い濁り温度を維持しながらＣＯＤ値の低い難燃性作動
液組成物とすることができる。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下、本発明を詳しく説明する。
　本発明の難燃性作動液組成物は、
　（Ａ）成分として、１質量％水溶液における曇点が２０℃以下のポリオキシアルキレン
グリコール、（Ｂ）成分として水、（Ｃ）成分として、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分に対す
る両親媒性グリコール、を含むことを特徴とする。
【０００９】
　上記「（Ａ）」は、１質量％水溶液における曇点が２０℃以下のポリオキシアルキレン
グリコール（以下、単に「（Ａ）成分」ともいう）である。この曇点が２０℃以下のポリ
オキシアルキレングリコール（以下、単に「ＰＯＡ」ともいう）を用いることで、２０℃
を超える温度域では本組成物内から凝集剤により（Ａ）成分を凝集して除去できる。従っ
て、本組成物を用いた廃液処理では、凝集処理によって（Ａ）成分相当のＣＯＤ値を低下
させることができる。
【００１０】
　曇点は、水（冷水）にＰＯＡを溶解してＰＯＡが１．０質量％の濃度で含まれた水溶液
を調整する。そして、この１．０質量％ＰＯＡ水溶液の液温を徐々に昇温させて白濁する
温度である。本発明で用いる（Ａ）成分の曇点は２０℃以下である。曇点が２０℃以下で
あることにより、水に溶け難い性質が強くなり、凝集処理により容易に分離することがで
きる一方、曇点が２０℃を超えると、水に溶け易い性質が強く、凝集処理しても分離が困
難であり好ましくない。この曇点は２０℃以下であればよいが、１９℃以下が好ましく、
１５℃以下がより好ましい。通常、この曇点は０℃以上である。
【００１１】
　（Ａ）成分は、オキシアルキレン単位｛－（Ｒ－Ｏ）－、但し、Ｒは、アルキレン基で
ある｝を主鎖とする重合体であり、その曇点は、（Ａ）成分を構成するオキシアルキレン
単位の種類や、２種以上のオキシアルキレン単位を有する共重合体では、その重合形態が
ランダム型であるか又はブロック型であるかにより調整される。更には、全オキシアルキ
レン単位中に占めるオキシエチレンの割合や、分子量等によって調整される。
【００１２】
　（Ａ）成分を構成するオキシアルキレン単位としては、オキシエチレン、オキシプロピ
レン、オキシブチレン等を用いることができ、なかでもオキシエチレンの割合が少ないＰ
ＯＡが好ましい。オキシエチレンが少ないＰＯＡからは、曇点が低いＰＯＡを得ることが
できる。
　具体的には、（Ａ）成分を構成するオキシアルキレン単位の全量を１００質量％とした
場合に、オキシエチレン（オキシエチレン基）の割合は１０質量％未満であることが好ま
しい。この割合は、０～７質量％がより好ましく、０～５質量％が更に好ましく、０～３
質量％が特に好ましい。オキシエチレンの割合が０質量％である（Ａ）成分としては、ポ
リオキシプロピレングリコール（プロピレンオキシドの単独重合体）、ポリオキシブチレ
ングリコール（ブチレンオキシドの単独重合体）等が挙げられる。
　更には、（Ａ）成分を構成するオキシアルキレン単位の全量を１００質量％とした場合
に、オキシプロピレン（オキシプロピレン基）の割合は９０質量％を超えることが好まし
い。この割合は、９３～１００質量％がより好ましく、９５～１００質量％が更に好まし
く、９７～１００質量％が特に好ましい。
【００１３】
　（Ａ）成分の分子量は特に限定されないが、重量平均分子量（Ｍｗ）が１５００以上で
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あることが好ましく、１９００以上がより好ましい。通常、重量平均分子量（Ｍｗ）は２
００００以下である。更には、重量平均分子量（Ｍｗ）が３０００以上である（Ａ）成分
のみを用いることができ、特に重量平均分子量（Ｍｗ）が３５００以上の（Ａ）成分のみ
を用いることができる。
　尚、上記重量平均分子量は、ゲルパーミエーションカラムクロマトグラフィー（ＧＰＣ
）によるポリエチレングリコール（ＰＥＧ）換算による。
【００１４】
　本組成物内における（Ａ）成分の割合は特に限定されないが、（Ａ）成分、（Ｂ）成分
及び（Ｃ）成分の合計を１００質量％とした場合に、（Ａ）成分の含有割合は２０～６５
質量％であることが好ましい。この範囲では、特に廃水処理性及び潤滑性の両面において
優れた難燃性作動液組成物とすることができる。（Ａ）成分の含有量は、２５～５５質量
％がより好ましく、２６～５０質量％が更に好ましく、２８～４７質量％が特に好ましい
。
【００１５】
　上記「（Ｂ）」は、水（以下、「（Ｂ）成分」ともいう）である。（Ｂ）成分にはどの
ような水を用いてもよい。この（Ｂ）成分の割合は特に限定されないが、（Ａ）成分、（
Ｂ）成分及び（Ｃ）成分の合計を１００質量％とした場合に、（Ｂ）成分の含有割合は１
０～３５質量％であることが好ましい。１０質量％以上であることにより優れた難燃性を
実現できる。この水分量は、１３～３３質量％がより好ましく、１５～３０質量％が更に
好ましく、１８～２８質量％が特に好ましい。
【００１６】
　上記「（Ｃ）」は、（Ａ）成分と（Ｂ）成分との両方の成分に対して親和性を示す両親
媒性グリコール（以下、「（Ｃ）成分」ともいう）である。即ち、（Ｃ）成分は、（Ａ）
成分と（Ｂ）成分とを互いに相溶化することができる成分である。
　このような（Ｃ）成分としては、各種両親媒性グリコールを用いることができ、具体的
には、炭素数２－７０のグリコールが好ましく、なかでも、炭素数２－７０の脂肪族グリ
コールがより好ましい。即ち、例えば、エチレングリコール、プロピレングリコール、グ
リセリン、ジエチレングリコール、ヘキシレングリコール、トリエチレングリコール、ジ
プロピレングリコール、ジグリセリン、トリメチロールプロパン、ヘプタンジオール、オ
クタンジオール、トリプロピレングリコール、ポリオキシアルキレングリコール（但し、
（Ａ）成分を除くＰＯＡ）等が挙げられる。これらは１種のみを用いてもよく２種以上を
併用してもよい。また、ｎ－型であってもよく、ｉ－型であってもよい。
　これらの（Ｃ）成分は、（Ａ）成分と（Ｂ）成分と（Ｃ）成分とが混合されることで均
質な液状となればよく、例えば、（Ｃ）成分は難水溶性の成分であってもよいが、水溶性
であることが好ましい。即ち、水溶性のグリコールであることが好ましい。
【００１７】
　これらのなかでは、特に、炭素数が４－１０である脂肪族グリコール、及び／又は、炭
素数が４－１０であるＰＯＡが含まれていることが好ましい。これらを用いることで、濁
り温度を６０℃以上に維持することができる。具体的には、ヘキシレングリコール、トリ
エチレングリコール、ジプロピレングリコール、ジグリセリン、トリメチロールプロパン
、オクタンジオール、トリプロピレングリコール及びＰＯＡが好ましく、更には、ヘキシ
レングリコール、オクタンジオール、ＰＯＡが好ましい。即ち、（Ｃ）成分として、少な
くともヘキシレングリコール、オクタンジオール及びＰＯＡのうちのいずれかが含まれて
いることが好ましく、更には、ヘキシレングリコールが含まれていることが特に好ましい
。
　これらのなかでも、更に、炭素数が５－９の脂肪族グリコール及び／又はＰＯＡが含ま
れていることが好ましく、とりわけ、炭素数が５－７の脂肪族グリコール及び／又はＰＯ
Ａが含まれていることが好ましい。
【００１８】
　更に、上述のヘキシレングリコールは、どのような構造であってもよく、例えば、１．
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６－ヘキシレングリコール、１，２－ヘキシレングリコール、２，３－ヘキシレングリコ
ール、２，５－ヘキシレングリコール、２－メチル－２，４－ペンタンジオール等が挙げ
られる。これらは１種のみを用いてもよく２種以上を併用してもよい。これらのなかでは
、２－メチル－２，４－ペンタンジオールが特に好ましい。
【００１９】
　更に、（Ｃ）成分が、水溶性を呈する場合、水溶性の程度は、１００ｍＬ（１００ｇ）
の水（２０℃）に対する溶解量が５ｇ以上であることが好ましい（溶解量の上限は特に限
定されないが、例えば１０００ｇ）。この水溶性は、更に、同様の溶解量が１０ｇ以上５
００ｇ以下であることがより好ましく、２５ｇ以上３００ｇ以下であることが特に好まし
い。
　また、特にヘキシレングリコールを用いる場合、（Ｃ）成分全体を１００質量％とした
場合に、ヘキシレングリコールは５０～１００質量％含まれることが好ましく、特に５５
～１００質量％であることが好ましい。
【００２０】
　上述のように（Ｃ）成分としてＰＯＡを用いる場合、（Ｃ）成分としてのＰＯＡには、
前述の（Ａ）成分としてのＰＯＡは含まれない。即ち、（Ｃ）成分としてのＰＯＡは、１
質量％水溶液における曇点が２０℃を超えるＰＯＡである。（Ｃ）成分としてＰＯＡを用
いる場合には、曇点が２０℃以上（通常、１００℃以下）のＰＯＡが好ましく、曇点が２
５～１００℃のＰＯＡがより好ましく、曇点が３０～１００℃のＰＯＡが特に好ましい。
この（Ｃ）成分として用いられるＰＯＡは、前述の（Ａ）成分としてのＰＯＡと同様にそ
の曇点を調整することができる。
　（Ｃ）成分を構成するオキシアルキレン単位としては、オキシエチレン、オキシプロピ
レン、オキシブチレン等を用いることができ、なかでも、オキシエチレン及び／又はオキ
シプロピレンを含むＰＯＡが好ましい。
【００２１】
　この（Ｃ）成分の割合は特に限定されないが、（Ａ）成分、（Ｂ）成分及び（Ｃ）成分
の合計を１００質量％とした場合に、（Ｃ）成分の含有割合は２５～６０質量％であるこ
とが好ましい。この割合は、２７～５６質量％がより好ましく、３０～５２質量％が更に
好ましく、３２～４８質量％が特に好ましい。
【００２２】
　本難燃性作動液組成物では、（Ａ）成分、（Ｂ）成分及び（Ｃ）成分が各々含まれてい
ればよいが、本難燃性作動液組成物全体を１００質量％とした場合に、（Ａ）成分、（Ｂ
）成分及び（Ｃ）成分は合計で５０～１００質量％含まれることが好ましい。この割合は
、６０～１００質量％がより好ましく、７５～１００質量％が更に好ましく、９０～１０
０質量％が特に好ましい。
　即ち、本難燃性作動液組成物に（Ａ）成分、（Ｂ）成分及び（Ｃ）成分以外の他の成分
が含まれる場合は、５０質量％未満であることが好ましく、０質量％を超えて４０質量％
未満がより好ましく、０質量％を超えて２５質量％未満が更に好ましく、０質量％を超え
て１０質量％未満が特に好ましい。
【００２３】
　本難燃性作動液組成物に含有させることができる他成分としては、有機酸、アミン化合
物、金属防食剤、アルカリ化剤、ｐＨ調整剤、キレート剤、安定化剤、消泡剤、色素及び
その他任意の添加剤を必要に応じて配合できる。これらは１種のみを用いてもよく２種以
上を併用してもよい。
【００２４】
　他成分のうち、有機酸としては、脂肪族カルボン酸化合物及び芳香族カルボン酸化合物
が挙げられ、脂肪族カルボン酸化合物が好ましく、更には、炭素数が６～２２の脂肪族カ
ルボン酸化合物が好ましい。また、脂肪族カルボン酸化合物の骨格は分枝されていてもよ
く分枝されていなくてもよい。また、不飽和結合を有してもよく有さなくてもよい。更に
は、モノカルボン酸であってもよく、ジカルボン酸であってもよく、それ以上のポリカル
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ボン酸であってもよい。このような脂肪族カルボン酸化合物としては、ミリスチン酸、パ
ルミチン酸、ラウリン酸、ステアリン酸等の飽和脂肪酸、オレイン酸、リノール酸、リノ
レン酸等の不飽和脂肪酸等が挙げられる。これらは１種のみを用いてもよく２種以上を併
用してもよい。
　有機酸を用いる場合、その配合量は本難燃性作動液組成物全体１００質量％に対して０
．１～５．０質量％であることが好ましく、０．５～３．０質量％がより好ましい。
【００２５】
　アミン化合物としては、モルホリン、メチルモルホリン、エチルモルホリン、ジブチル
アミン、エタノールアミン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン、エチレンジア
ミン、ジエチレントリアミン、シクロヘキシルアミン、ジシクロヘキシルアミン、Ｎ－メ
チルアミノエタノール、Ｎ－メチルジエタノールアミン、Ｎ－エチルアミノエタノール、
Ｎ－エチルジエタノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエタノール、Ｎ，Ｎ－ジエチル
アミノエタノール、Ｎ，Ｎ－ジブチルアミノエタノール、アミノメチルプロパノール、モ
ノプロパノールアミン、ヒドロキシエチルピペラジン、２－メチルピペラジン、２，５－
ジメチルピペラジン、２，６－ジメチルピペラジン等の有機アミン及びその誘導体があげ
られる。これらは１種のみを用いてもよく２種以上を併用してもよい。
　アミン化合物を用いる場合、その配合量は本難燃性作動液組成物全体１００質量％に対
して０．１～５．０質量％であることが好ましく、０．５～２．０質量％がより好ましい
。
【００２６】
　金属防食剤としては、ベンゾトリアゾール系化合物及びメルカプトベンゾチアゾール系
化合物等が挙げられる。これらは１種のみを用いてもよく２種以上を併用してもよい。こ
のうちベンゾトリアゾール系化合物としては、ベンゾトリアゾール、トリルトリアゾール
、５－メチルベンゾトリアゾール、カルボキシベンゾトリアゾール等が挙げられる。これ
らは１種のみを用いてもよく２種以上を併用してもよい。
　金属防食剤を用いる場合、その配合量は本難燃性作動液組成物全体１００質量％に対し
て０．０１～５．０質量％であることが好ましく、０．０５～２．０質量％がより好まし
い。
【００２７】
　アルカリ化剤としては、上述のアミン化合物に加えて、無機アルカリ化合物を用いるこ
とができる。即ち、例えば、アルカリ金属化合物が挙げられる。このアルカリ金属化合物
としては、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム等が挙げられる。これらは１種のみを用い
てもよく２種以上を併用してもよい。
　また、安定化剤としては、ノニオン界面活性剤を用いることができ、なかでもＨＬＢが
１０以下のノニオン界面活性剤が好ましい。
【００２８】
　本難燃性作動液組成物の諸性能は特に限定されないが、通常、引火点を示すことはない
。また、その動粘度は３０～６０ｍｍ２／ｓ（ＪＩＳ　Ｋ２２８３に準拠した温度４０℃
における動粘度）であることが好ましい。この動粘度は、更に、３２～５８ｍｍ２／ｓが
より好ましく、３４～５５ｍｍ２／ｓが更に好ましい。この範囲では、難燃性作動液組成
物としての潤滑性に適しており、また、配管等に対する抵抗値や電飾消費量の観点からも
適している。
【００２９】
　また、濁り温度は、温度６０℃を超えることが好ましい。即ち、６０℃以下の範囲で組
成物が安定しており、成分分離されないものであることが好ましい。濁り温度が６０℃を
超える組成物は４０～５０℃以下の温度範囲での利用に適する。
　本発明の難燃性作動液組成物は、曇点が２０℃以下である（Ａ）成分を利用するため、
凝集処理によって（Ａ）成分を除去することができる。この点において、環境負荷低減の
観点から好ましい難燃性作動液組成物となっている。特に本組成物ではＣＯＤ値を３０万
ｍｇＯ／Ｌに抑えることができる。



(8) JP 6239994 B2 2017.11.29

10

20

30

40

50

【００３０】
　更に、潤滑性は、後述する実施例の測定方法においてポンプ摩耗量が１００ｍｇ以下で
あることが好ましい。このポンプ摩耗量は、更に、９０ｍｇ以下とすることができ、特に
８０ｍｇ以下とすることができ、とりわけ７０ｍｇ以下とすることができる。
　また、ｐＨ（２５℃における）はアルカリ性であることが好ましく、具体的には、７を
超えて１１以下であることが好ましく、８～１０がより好ましく、８．５～９．５が特に
好ましい。
【００３１】
　更に、ＣＯＤ値は、後述する実施例の方法と同様に測定した場合に、３０万ｍｇＯ／Ｌ
以下とすることができる。また、ＣＯＤ値は、更に、２０万～３０万ｍｇＯ／Ｌとするこ
とができ、特に２０万～２９万ｍｇＯ／Ｌとすることができる。
【００３２】
　本発明の難燃性作動液組成物は、凝集処理を介して、その廃液のＣＯＤ値を低減するこ
とができる。具体的には、難燃性作動液組成物を、含まれている（Ａ）成分の曇点以上の
温度に加熱したうえで、凝集処理剤を添加して、（Ａ）成分を凝集させ、得られた凝集物
を濾別することで、ＣＯＤ値を低減できる。
　この凝集処理で用いる凝集処理剤の種類は特に限定されないが、無機凝集剤及び／又は
有機高分子凝集剤を利用できる。このうち、無機凝集剤としては、硫酸アルミニウム（硫
酸バンド）、硫酸第１鉄、塩化第２鉄、ポリ塩化アルミニウム等が挙げられる。これらは
１種のみを用いてもよく２種以上を併用してもよい。また、有機高分子凝集剤としては、
ポリアクリルアミド、ポリアクリル酸塩、ポリエチレンイミン硫酸塩等が挙げられる。こ
れらは１種のみを用いてもよく２種以上を併用してもよい。
　尚、凝集処理に際して、沈降分離させてもよく、加圧浮上させてもよく、その他の方法
を用いてもよい。
【００３３】
　以上のように、本発明の難燃性作動液組成物では、（Ａ）成分を増粘剤として機能させ
て、この（Ａ）成分として難水溶性のＰＯＡを用いている。これにより、凝集処理を可能
として廃液処理性を向上させている。即ち、本難燃性作動液組成物では、廃液処理性の向
上によって、通常、廃液処理前に比べて廃液処理前後の化学的酸素要求量は１／２程度に
まで低減することができる。
　更に、難燃性のＰＯＡを可溶化するために両親媒性グリコールを用いている。このため
、作動液の低粘度化を実現できる。即ち、難水溶性ＰＯＡは、Ｗ／Ｏ型乳化系作動液で使
用されている鉱油に比べて粘度が高く、潤滑膜を強固にすることができる。そして、その
分低粘度化が容易であり、高圧ポンプ等への適用が可能となっている。即ち、Ｗ／Ｏ型乳
化系作動液に比べて低粘度且つ潤滑性に優れた作動液とすることができる。また、本難燃
性作動液組成物は水を含む。そのため、通常、引火点を示さず、消防法上の制約を受けず
に利用できる。
　このように、本発明の難燃性作動液組成物によれば、水グリコール系作動液、脂肪酸エ
ステル系作動液、Ｗ／Ｏ型乳化系作動液のそれぞれ欠点を軽減し、利用環境からの影響を
受け難い作動液とすることができる。そして、これらの各種の作動液を使用している条件
下で設備改修等を要することなく、本難燃性作動液組成物を代替させて利用することがで
き、上述の従来の各々の作動液における懸念事項を軽減することができる。
【実施例】
【００３４】
　以下、実施例により本発明を具体的に説明する。
［１］難燃性作動液組成物の調製
　（Ａ）成分として下記表１に示すＰＯＡ－１～ＰＯＡ５のＰＯＡ（ポリオキシアルキレ
ングリコール）を用いた。また、（Ｃ）成分として下記表２に示す各種両親媒性グリコー
ルを用いた。これらの（Ａ）成分と、（Ｂ）成分としての水と、（Ｃ）成分とを表２及び
表３に示す割合で混合して、実施例１～１２及び比較例１～３の難燃性作動液組成物を調
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【００３５】
【表１】

　尚、表１内に記載のＥＯはオキシエチレン（基）を表し、ＰＯはオキシプロピレン（基
）を、表す。
【００３６】
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【表２】

　尚、表２内の記載の（Ｃ）成分としてのＰＯＡ－６の特性については、表１に記載の通
りである。
【００３７】
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【表３】

【００３８】
［２］性能評価
　上記［１］で調製した難燃性作動液組成物の性能を、下記の項目について評価した。
（１）動粘度
　ＪＩＳ　Ｋ２２８３に準拠して、温度４０℃における動粘度（ｍｍ２／ｓ，４０℃）を
測定し、表２及び表３に示した。
【００３９】
（２）濁り温度
　得られた実施例１～１２及び比較例１～３の各組成物を徐々に加温した際に外観が濁り
始める温度（℃）を濁り温度として、表２及び表３に示した（尚、各組成物を徐々に冷却
してゆき外観が透明になる温度として測定してもよい｝。
【００４０】
（３）引火点
　ＪＩＳ　Ｋ２２６５－４に準拠して引火点を求め、表２及び表３に示した。
【００４１】
（４）ＣＯＤ値
　実施例１～１２及び比較例１～５の各組成物を用いて、１質量％水溶液のＣＯＤ調整用
試料を調製した。得られた各ＣＯＤ測定試料４００ｍｌに対して、１０質量％濃度の硫酸
バンドを４０ｍｌ、０．１質量％の有機系高分子凝集剤を０．４ｍｌ、添加して１０分間
撹拌した。更に、この各試料に中和剤としてＫＯＨ水溶液を添加してｐＨを７．０－７．
５に調整して３０分間撹拌した。その後、この各試料を１時間以上静置した後、５Ａ濾紙
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　これまでに得られた濾液を、ＪＩＳ　Ｋ０１０２の１７．［１００℃における過マンガ
ン酸カリウムによる酸素消費量（ＣＯＤ　Ｍｎ）］に準処して、ＣＯＤ値の測定を行った
。即ち、各濾液に、硝酸銀溶液及び硫酸を加えた後、５ｍｍｏｌ／Ｌの過マンガン酸カリ
ウム溶液を加えて沸騰水中で３０分間加熱し、消費された過マンガン酸カリウムの量を酸
素当量として測定した。得られた結果を表２及び表３に示した。
【００４２】
（５）摩耗量
　実施例１～１２及び比較例１～３の各難燃性作動液組成物を、ベーンポンプ（株式会社
トキメック製、形式「Ｖ－１０４Ｃ」）の作動液として用い、このベーンポンプを回転数
１５００ｒｐｍ、試験圧１４ＭＰａ、液温４５－５０℃の各条件下で２５０時間作動させ
た。その後、ベーンポンプのベーン及びカムリング摩耗量を測定した。その結果を表２及
び表３に示した。
　また、比較例１～３に加えて、比較例４として水グリコール系作動液（ユシロ化学工業
株式会社製、品名「ユシロンルビックＨＦＣ４３」）を用いて同様の測定を行い、更に、
比較例５として脂肪酸エステル系作動液を用いて同様の測定を行い、各々の摩耗量を表３
に示した。
【００４３】
　尚、本発明では、上述した実施例に限定されず、本発明の請求項に示した範囲で様々な
変形または変更が可能である。
　また、本発明には含まれないものの、本発明の難燃性作動液組成物では、本組成物に含
まれる（Ａ）成分の一部又は全部をポリオキシアルキレングリコールのアルキルエステル
誘導体や、アルキルエーテル誘導体に置換することができる。しかしながら、例えば、ア
ルキルエステル誘導体は、加水分解のおそれがあるため好ましくない。この点において、
本発明の難燃性作動液組成物で用いる（Ａ）成分は、その問題がないため好ましい。
【産業上の利用可能性】
【００４４】
　本発明の難燃性作動液組成物は、難燃性の作動液として広く利用される。具体的には、
各種の、油圧装置、建設機械、射出成形機、工作機械等において好適に使用される。その
他、ギヤ油等の工業用潤滑剤としても使用される。



(13) JP 6239994 B2 2017.11.29

10

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
   Ｃ１０Ｎ  30/00     (2006.01)           Ｃ１０Ｎ   30:00     　　　Ｚ        　　　　　
   Ｃ１０Ｎ  30/06     (2006.01)           Ｃ１０Ｎ   30:06     　　　　        　　　　　
   Ｃ１０Ｎ  30/08     (2006.01)           Ｃ１０Ｎ   30:08     　　　　        　　　　　
   Ｃ１０Ｎ  40/04     (2006.01)           Ｃ１０Ｎ   40:04     　　　　        　　　　　
   Ｃ１０Ｎ  40/08     (2006.01)           Ｃ１０Ｎ   40:08     　　　　        　　　　　

(56)参考文献  特開昭５８－１４５７９１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２０１２－５０１３７１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００１－０７２９９１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特公昭６０－０５３０７９（ＪＰ，Ｂ２）　　
              特開平０２－１８９３９３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０２－１２０３９８（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ１０Ｍ１０１／００－１７７／００


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	overflow

